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高山 純一 金沢大学・教授 
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⑤研究の目的・目標（提案書に記載した研究の目的・目標を簡潔に記入して下さい。） 

 交通需要マネジメント（ＴＤＭ）は，交通流の円滑化や環境問題の緩和のために不可欠な交通政策であることは広

く認識されている．しかし，実際の道路行政を考えたとき，社会的な受容性の低さをはじめとする様々な実務上の問

題故に，その本格的導入が遅々として進んでいない．こうした事態を踏まえた時，社会的な受容性の高さがあり，か

つ，交通需要を適切に調整可能な新しい考え方の方策の必要性は，かつてない程に高まっている． 
 
本研究は，以上の認識に基づき，これまでのTDMを，心理学や社会学の知見を踏まえつつでさらに発展させた「モ

ビリティ・マネジメント」（mobility management）の本格実施を見据えた，基礎的かつ実務的研究を推進するもの

である．ここに、モビリティ・マネジメントとは，「大規模」かつ「個別的」なコミュニケーションを対象地域の

全世帯を対象に展開することで，一人一人の交通行動の変容を期待する新しいタイプの行政施策を中心とした一連

の取り組みを意味する．本研究は、この施策の基礎技術開発を目的として、国内外の広範な事例収集を行うととも

に，種々の実証的実験・社会実験を実際の現場フィールドで実施していき，MM実務の効果的な進展に必要な基礎

的な技術的・実務的知見をとりまとめるものである。 



⑥これまでの研究経過 

（研究の進捗状況について、必要に応じて図表等を用いながら、具体的に記入して下さい。） 

 本研究ではこれまで、以下の５つの研究を実施してきた。 

１．ＭＭ施策を支援するための個別的公共交通利用情報提供システムの開発 （第一年度～第二年度） 
 モビリティ・マネジメントの特徴は、人々の交通行動の変容を目指し、「大規模かつ個別的な情報」を提供す
るところにある。そうした情報提供を円滑にするための、情報提供システムを構築した。また，当該システム等
を用いて，広島国道工事事務所・福岡国道工事事務所，竜ヶ崎市等のMM事業の技術的支援を行った． 

２．「転入者」に対するモビリティ・マネジメント施策の技術開発：高崎市（第一～第二年度） 
 交通行動の変容を期待する場合、「転入者」に適切に接触を図ることで、人々の自動車交通習慣が
形成される前に、公共交通や自転車等の交通手段を利用する習慣の形成を「効率的」に促すことが可
能となると期待される。この技術開発を目的として，第一年度の11月から1月の約3ヶ月間の間に、高
崎市役所に転居届を出しに訪れた高崎市への転入者に、公共交通情報を提供する実験を実施した。第
二年度において，情報提供半年後の時点で効果を測定する調査を行ったところ，電車の利用頻度が
約２倍，バス利用頻度が約３倍に増進していることが明らかとなった． 

３．「公共交通マップの全戸配布」によるモビリティ・マネジメントの技術開発：つくば市（第二年度） 
公共交通利用促進の方法として，しばしば「公共交通マップの当該地区における全戸配布」が採用さ
れる．しかし，「行動プラン法」というMMにおけるコミュニケーション技術を活用すれば，単なるマ
ップ配布の効果をより増進させることが可能となることが期待される．その期待の下，マップ配布時
にアンケート調査を実施する実験を行ったところ，バス利用頻度が約25％増進したことが示された． 

４．大規模通勤通学施設へのアクセスバスシステムの導入とコミュニケーション：筑波大学（第二年度） 
効果的／効率的な自動車需要削減策として，大規模なアクセス施設への公共交通システムを整備する
とともに，その利用促進を図るためのコミュニケーション施策を大規模に展開し，これらもって自動
車利用の削減を図る，という方法がある．しかし，こうした手法は，これまで試みられたことがなか
った．本研究では，筑波大学キャンパスへのアクセスバスシステムが導入された機会をとらえ，その
利用促進のための，大学の全教職員と全学生を対象としたワンショットTFPを実施し，少なくとも実
施以前後の総数比較からは，定期券保有者が約7割増進していることが示された． 

５．国内外のMM事例の情報収集（第二年度） 
日本国内におけるMMは，ここ数年急激に増加しつつある．本研究では，そうした事例を収集したとこ
ろ，62編のMMについての研究や事例報告が得られた．その一方で，豪州のパースとアデレードにおけ
る，数万～数十万世帯を対象とした大規模MM行政を視察した．こうした事例情報収集より，日本国内
におけるMMの展開において以下の3点が，とりわけ重要な課題として残されていることが明らかとな
った：1）数万世帯を対象とした大規模なMMの展開，1）継続的なマネジメントとしてMMを実施可能な
横断的組織の設置，3）システム改善やハード施策を組み入れたMMの展開． 

⑦研究成果の発表状況 

（本研究から得られた研究成果について、学術誌等に発表した論文、および国際会議、学会等における発表状況等があれば記入
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⑧研究成果の活用方策 

（本研究から得られた研究成果について、その活用方法・手段・今後の展開等を記入して下さい。） 
 

第一に，本研究で開発した公共交通情報提供システムは，既に広島や龍ヶ崎などのMMにおい

て活用されており，また，京都でも活用する予定となっており，今後も，種々のMMにおいて活

用可能であると考えられる． 
 

第二に，本研究で収集した豪州における数十万世帯を対象とした大規模なMMの展開事例は，

日本国内において，大規模にMMを展開するにあたって，技術的側面のみでなく財源確保手法や

スタッフの体制や行政的組織等が大いに参考になるものと考えられる． 
 

第三に，本研究で，転入者に対して公共交通情報を提供するというタイプのいわゆる「転入

者MM」の有効性が確認されたが，この技術は，日本全国の自治体の転入者窓口で容易に活用で

きるものである．事実，本年度は，仙台河川国道事務所と仙台市が協調しつつ，転入者MMを展

開している． 
 

第四に，本研究で確認した，居住者への公共交通マップを配布する際に，行動プラン法を援

用することで，行動変容効果をさらに促進できるという技術もまた，日本国内の各地における

公共交通マップ配布施策の有効性を向上させるために活用できる． 

 

⑨特記事項 

（本研究から得られた知見、学内外等へのインパクト等、特記すべき事項があれば記入して下さい。また、研究の目的・目標か

らみた、研究成果の見通しや進捗の達成度についての自己評価も記入して下さい。） 

 モビリティ・マネジメント研究は，人々の意識や行動の変容を適切に導きうる「技術」的な発展

を目指すものである一方で，具体的な道路行政マネジメントに資する実務的な知見を得るものでも

ある．実際，海外視察や国内のMM事例の網羅的情報収集などから，実務的な課題点が明らかとなる

等の成果が得られている．その一方で，技術的な側面については，情報提供システムの構築をはじ

めとして，転入者MMの実施技術や，公共交通マップの効果的な配布技術などの知見が得られている．

 また，特に記述すべき点として，本研究において網羅的なMM情報の収集の際に執り行ったモビリ

ティ・マネジメントに関する会議（日本モビリティ・マネジメント会議）では，日本全国から約３

００名のMMに関心を持つ研究者や行政官等が集まっている．こうした機会は，MMについての情報

交換が深めるとともに，さらなるMMの行政的発展・実務的発展を促進する潜在的な効果をもたらす

可能性が期待されるところである． 

 さらには，本研究グループが，海外のMM関連の諸団体と，モビリティ・マネジメントについての

積極的な情報交換を図っている点も特記事項としてあげることもできる．欧州の欧州モビリティ・

マネジメント会議（ECOMM），米国のTRBのTDM委員会等との交流を図りつつ，技術的，情報的な各種

知見の収集を行うと共に，日本国内で独自に展開されているMM実務／研究の情報を積極的に海外に

発信しているところである． 

 


